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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　結像放射線を用いて物体視野を像視野上に結像するための反射屈折投影対物系であって
、
　少なくとも１つの反射光学構成要素（１，２１９，２２１，２２３，３０１，５２３）
及び測定デバイス（３，３０３）、
　を含み、
　前記反射光学構成要素（１，２１９，２２１，２２３，３０１，５２３）は、投影対物
系の作動中に、結像放射線の第１の部分（１１，３１１，４１１）を反射し、かつ該結像
放射線の第２の部分（１３，３１３，４１３）を透過させ、
　前記結像放射線のうちの前記反射される第１の部分（１１，３１１，４１１）は、前記
物体視野の結像に少なくとも部分的に寄与し、
　前記結像放射線のうちの前記透過される第２の部分（１３，３１３，４１３）は、前記
測定デバイス（３，３０３，４０３）に少なくとも部分的に入力され、
　前記結像放射線のうちの前記透過される第２の部分（１３，３１３，４１３）は、前記
反射光学構成要素上に入射する該結像放射線（９，３０９，４０９）の１０％よりも少な
い量であり、
　前記反射光学構成要素（１，２１９，２２１，２２３，３０１，５２３）は、前記投影
対物系の作動中に、１つ又は複数の照明領域（５４７）を有し、該照明領域（５４７）は
、１つ又は複数の部分領域（５４９）を有し、
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　前記部分領域（５４９）の各点において、前記結像放射線の一部は、透過されて前記測
定デバイス（３，３０３，４０３）に入力され、該部分領域（５４９）の外側の該照明領
域（５４７）の各点において、該結像放射線のうちの前記透過される第２の部分は、０．
５％よりも少ない、
　ことを特徴とする反射屈折投影対物系。
【請求項２】
　前記反射光学構成要素（１，２２３，３０１，５２３）は、瞳の近くに配置される、
　ことを特徴とする請求項１に記載の反射屈折投影対物系。
【請求項３】
　前記反射光学構成要素（１，２１９，２２１，３０１）は、前記視野の近くに配置され
る、
　ことを特徴とする請求項１に記載の反射屈折投影対物系。
【請求項４】
　前記反射光学構成要素（１，２１９，２２１，２２３，３０１，５２３）は、湾曲して
いる、
　ことを特徴とする請求項１から請求項３のいずれか１項に記載の反射屈折投影対物系。
【請求項５】
　前記結像放射線のうちの前記透過される第２の部分（１３，３１３，４１３）は、前記
反射光学構成要素上に入射する該結像放射線（９，３０９，４０９）の０．１％と５％の
間の量である、
　ことを特徴とする請求項１から請求項４のいずれか１項に記載の反射屈折投影対物系。
【請求項６】
　前記測定デバイス（３，３０３，４０３）は、前記結像放射線のうちの前記透過される
第２の部分（１３，３１３，４１３）の強度の空間分解測定のための少なくとも１つの構
成要素を含む、
　ことを特徴とする請求項１から請求項５のいずれか１項に記載の反射屈折投影対物系。
【請求項７】
　前記部分領域（５４９）は、規則的な格子の形態で配置される、
　ことを特徴とする請求項１から請求項６のいずれか１項に記載の反射屈折投影対物系。
【請求項８】
　前記測定デバイス（３，３０３，４０３）は、前記結像放射線のうちの前記透過される
第２の部分（１３，３１３，４１３）を少なくとも１つの感放射線センサ（１７，３１７
，４４３）上に誘導する測定光学ユニット（１５，３１５，４４５）を含む、
　ことを特徴とする請求項１から請求項７のいずれか１項に記載の反射屈折投影対物系。
【請求項９】
　前記反射光学構成要素（１，２１９，２２１，２２３，３０１，５２３）は、反射コー
ティング（４０７）を有し、前記測定デバイスは、少なくとも１つの感放射線センサを含
み、該感放射線センサは、前記結像放射線のうちの前記透過された第２の部分（１３，３
１３，４１３）が、該反射コーティング（４０７）と該感放射線センサ（４４３）の間で
更に別の光学構成要素を通過することなく該少なくとも１つの感放射線センサ上に入射す
るように、該反射光学構成要素（１，２１９，２２１，２２３，３０１，５２３）に直接
に接続される、
　ことを特徴とする請求項１から請求項７のいずれか１項に記載の反射屈折投影対物系。
【請求項１０】
　前記測定デバイス（３０３）は、前記結像放射線のうちの前記透過された第２の部分（
３１３）の通過又は吸収時に該結像放射線とは異なる波長を有する２次放射線（３３９）
を放出する構成要素（３３７）を含む、
　ことを特徴とする請求項１から請求項８のいずれか１項に記載の反射屈折投影対物系。
【請求項１１】
　前記結像放射線は、１９３ｎｍの波長を有する、



(3) JP 5476482 B2 2014.4.23

10

20

30

40

50

　ことを特徴とする請求項１から請求項１０のいずれか１項に記載の反射屈折投影対物系
。
【請求項１２】
　請求項１から請求項１１のいずれか１項に記載の反射屈折投影対物系、
　を含むことを特徴とするマイクロリソグラフィ投影露光装置。
【請求項１３】
　結像放射線を用いて物体視野を像視野上に結像するための反射屈折投影対物系内で反射
光学構成要素（１，２１９，２２１，２２３，３０１，５２３）の場所で測定デバイス（
３，３０３，４０３）を用いて測定される該結像放射線の強度を測定する方法であって、
　前記反射光学構成要素（１，２１９，２２１，２２３，３０１，５２３）は、前記投影
対物系の作動中に、１つ又は複数の照明領域（５４７）を有し、該照明領域（５４７）は
、１つ又は複数の部分領域（５４９）を有し、
　前記反射光学構成要素（１，２１９，２２１，２２３，３０１，５２３）において、投
影対物系の作動中に、結像放射線の第１の部分（１１，３１１，４１１）が反射され、該
結像放射線の第２の部分（１３，３１３，４１３）が透過され、
　前記結像放射線のうちの前記反射された第１の部分（１１，３１１，４１１）は、物体
視野の結像に少なくとも部分的に寄与し、該結像放射線のうちの前記透過された第２の部
分（１３，３１３，４１３）は、測定デバイス（３，３０３，４０３）に少なくとも部分
的に入力され、
　前記結像放射線のうちの前記透過される第２の部分（１３，３１３，４１３）は、前記
反射光学構成要素上に入射する該結像放射線（９，３０９，４０９）の１０％よりも少な
い量であり、
　前記部分領域（５４９）の各点において、前記結像放射線の一部は、透過されて前記測
定デバイス（３，３０３，４０３）に入力され、該部分領域（５４９）の外側の該照明領
域（５４７）の各点において、該結像放射線のうちの前記透過される第２の部分は、０．
５％よりも少ない、
　ことを特徴とする方法。
【請求項１４】
　前記結像放射線を用いた前記強度の前記測定は、像平面の場所での感光層の露光と同時
に行われる、
　ことを特徴とする請求項１３に記載の方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、反射光学構成要素及び測定デバイスを含む物体視野を像視野上に結像するた
めの反射屈折投影対物系、そのような反射屈折投影対物系を含むマイクロリソグラフィ投
影露光装置、並びにそのような反射屈折投影対物系内の反射光学構成要素の場所における
結像放射線の強度を測定する方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　マイクロリソグラフィ投影露光装置は、フォトリソグラフィ法を用いて微細構造化構成
要素を製造する機能を果たす。この場合、構造担持マスク、いわゆるレチクルが照明系を
用いて照明され、投影光学ユニットを用いて感光層上に結像される。この場合、最小特徴
部サイズ、すなわち、そのような投影光学ユニットを用いて結像することができる分解能
は、様々なファクタによって判断される。まず、分解能は、使用される結像光の波長に関
連し、この場合、使用される結像光の波長が短い程、結像することができる構造は小さい
。更に、感光層の場所における結像光の開口数が大きい程、分解能は大きい。
【０００３】
　しかし、この結像品質を保証するためには、投影対物系の像誤差が十分に小さいことが
必要である。これは、例えば、λが、使用される結像光の波長である場合に、投影対物系
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の波面収差が、数ミリλ（ｍλ）の桁のものであることを意味する。しかし、マイクロリ
ソグラフィ投影露光装置の作動中には、投影対物系の波面収差に悪影響を及ぼす可能性が
ある様々な効果が発生する。すなわち、例えば持続的な照射に起因して、例えば石英又は
フリントガラスのような様々なレンズ材料は、材料のコンパクションの形で損傷をもたら
す。それによってレンズ内に応力が誘起され、この応力は、応力複屈折を招く可能性があ
る。更に、ミラー及びレンズのような全ての光学構成要素が、ある一定の残余吸収を有し
、この残余吸収は、投影対物系の作動中に光学要素が加熱されるという結果を有する。こ
の加熱は、得られる材料膨張に起因して光学要素の変形、更にまた屈折率変化をもたらす
可能性がある。
【０００４】
　全てのこれらの効果は、投影対物系の波面収差の変化を招き、それによって結像品質が
悪影響を受ける。この理由から、一般的に投影対物系は、系のそのような変化を補償する
ことができる例えば変位可能又は傾斜可能な光学要素のような複数の補正手段を含む。し
かし、これらの補正手段を駆動するためには、投影対物系の波面収差を非常に正確に測定
する必要がある。この目的のために一般的に露光工程は中断され、例えば、波面収差の干
渉計測が実施される。しかし、測定目的での中断は、ある一定の単位時間内に少数の微細
構造化構成要素しか製造することができないという結果を有する。更に、そのような計測
方法は、感光層の露光中に投影対物系の波面収差が変化する可能性があり、この変化が、
次回の測定中断時にしか確認されないという欠点を有する。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】ＷＯ２００４／０１９２８
【非特許文献】
【０００６】
【非特許文献１】Ｍｉｃｈａｅｌ　Ｊ．Ｋｉｄｇｅｒ著「基礎光学設計（Ｆｕｎｄａｍｅ
ｎｔａｌ　Ｏｐｔｉｃａｌ　Ｄｅｓｉｇｎ）」、ＳＰＩＥ　ＰＲＥＳＳ、米国ワシントン
州ベリンガム
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　従って、本発明の目的は、結像放射線による感光層の露光と測定デバイスを用いたこの
結像放射線のモニタリングとが同時に可能になるような反射光学構成要素及び測定デバイ
スを含む反射屈折投影対物系を提供することである。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　この目的は、少なくとも１つの反射光学構成要素及び測定デバイスを含む結像放射線を
用いて物体視野を像視野上に結像するための反射屈折投影対物系を用いて達成される。こ
の場合、反射光学構成要素は、投影対物系の作動中に結像放射線のうちの第１の部分を反
射し、結像放射線の第２の部分を透過するように配置される。この場合、結像放射線のう
ちの反射される第１の部分は、物体視野の結像に少なくとも部分的に寄与し、結像放射線
の第２の部分は、測定デバイスに少なくとも部分的に入力される。更に、結像放射線のう
ちの透過される第２の部分は、反射光学構成要素上に入射する結像放射線の１０％よりも
少ない。
【０００９】
　１つの発展実施形態では、反射光学構成要素は、瞳の近くに配置される。この配列は、
反射光学構成要素の場所における結像放射線の強度分布が瞳平面内の強度分布に実質的に
対応するという利点を有する。
【００１０】
　代替実施形態では、反射光学構成要素は、投影対物系内で視野の近くに配置される。こ
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の実施形態は、反射光学構成要素の場所における結像放射線の強度分布が視野平面内の強
度分布に実質的に対応するという利点を有する。
【００１１】
　本発明による反射屈折投影対物系の更に別の実施形態では、反射光学構成要素は、発散
効果、集束効果、又は平行化効果を発生させるために湾曲している。この実施形態は、投
影対物系内の特定の設計条件に起因していずれにせよ存在する反射光学構成要素を強度分
布を測定するために同時に使用することができるという利点を有する。反射屈折投影対物
系は、多くの場合に、取りわけ、結像の像視野湾曲を補正するのに、凹ミラーが使用され
るということを特徴とする。本発明により、いかなる付加的な反射光学構成要素も必要と
されないように、そのようなミラーには、同時に測定デバイスを設けることができる。
【００１２】
　１つの特定的な実施形態では、反射屈折投影対物系は、結像放射線のうちの透過される
第２の部分が、反射光学構成要素上に入射する結像放射線の０．１％と５％の間であるよ
うに構成される。それによって達成されることは、一方で測定デバイスを用いて十分な割
合の結像放射線を測定することができ、他方で投影対物系の像平面内の結像放射線の強度
がそれ程低減されず、従って、ある一定の単位時間内に製造することができる微細構造化
構成要素の個数はそれ程減少しないことである。
【００１３】
　補足的に、反射屈折投影対物系は、測定デバイスが、結像放射線のうちの透過される第
２の部分の強度の空間分解測定のための少なくとも１つの構成要素を含むように実施する
ことができる。強度の空間分解測定は、材料変化及び加熱のような系の特性を評価するた
めのより大きいデータベースを可能にする。従って、反射光学構成要素の場所における強
度分布に影響を及ぼす異なる効果の間で区別を付けることができる。
【００１４】
　更に別の実施形態では、反射屈折投影対物系は、反射光学構成要素が、投影光学ユニッ
トの作動中に１つ又は複数の照明領域を有し、照明領域の各点において結像放射線の一部
が透過されて測定デバイスに入力されるということに基づいて開発される。この実施形態
では、反射光学構成要素の照明領域全体が測定デバイスを用いて検出される。この実施形
態は、測定デバイスによってモニタされないいかなる領域も存在しないという利点を有す
る。
【００１５】
　代替的に、反射屈折投影対物系は、反射光学構成要素が投影光学ユニットの作動中に１
つ又は複数の照明領域を有し、照明領域が１つ又は複数の部分領域を有し、部分領域の各
点では、結像放射線の一部が透過されて測定デバイスに入力され、照明領域のうちで部分
領域の外側の各点では、結像放射線のうちの透過される第２の部分が０．５％よりも少な
いように開発することができる。多くの測定目的では、個別の部分領域内の結像放射線を
測定するだけで十分であるので、この実施形態は、反射光学構成要素の高い全反射率と同
時にそのような測定を可能にする。１つの特定の構成では、部分領域は、部分領域の各点
において結像放射線が完全に透過されるように開発することができる。この構成は、例え
ば、１つ又はそれよりも多くの孔の形態に実施された１つ又は複数の部分領域によって達
成することができる。
【００１６】
　この場合、部分領域は、例えば、規則的な格子の形態で配置することができる。例えば
、直交格子又は極格子が可能である。このようにして、測定データを測定部分領域の間の
領域に適切に外挿することができる。
【００１７】
　反射屈折投影対物系の更に別の実施形態では、測定デバイスは、結像放射線のうちの透
過される第２の部分を少なくとも１つの感放射線センサ上に誘導する測定光学ユニットを
含む。測定光学ユニットの使用は、結像放射線を測定するためのセンサを必要に応じてよ
り簡単に取り替えることができるように残りの構成要素からある一定の距離の位置に配置
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することを可能にする。そのような場合には、測定光学ユニットは、この距離が架橋され
るように具現化される。測定光学ユニットの使用は、反射光学構成要素上の強度分布がセ
ンサ上に良好に結像されるように、測定光学ユニットを用いて歪曲補正を提供することが
できるという更に別の利点を有する。更に、測定光学ユニットを用いて反射屈折投影対物
系内の反射光学構成要素の位置を補償することができる。従って、それは、測定デバイス
を用いて反射屈折投影対物系の瞳平面内の結像放射線の強度分布を測定することができる
場合は特に有利である。この測定は、反射光学構成要素が投影対物系の瞳平面の近くに配
置される場合に特に良好に達成することができる。しかし、反射光学構成要素が瞳平面の
近くに配置されないように投影対物系が構成される場合には、それでもなおセンサが瞳平
面又は光学的に共役な瞳平面の近くに配置されるように測定光学ユニットを具現化するこ
とができる。本発明による測定デバイスを用いて反射屈折投影対物系の視野平面内の強度
分布を測定することが意図される場合にも同じことが相応に成り立つ。言い換えれば、反
射光学構成要素が反射屈折投影対物系の視野平面の近くに配置されない場合であっても、
測定光学ユニットの適切な実施形態により、依然としてセンサを視野平面又は光学的に共
役な視野平面の近くに配置することができる。そのような実施形態の場合には、この配列
により、反射屈折投影対物系の視野平面内の強度分布を測定することが同様に可能になる
。
【００１８】
　代替的に、反射屈折投影対物系は、結像放射線のうちの透過される第２の部分が、反射
コーティングと感放射線センサの間で更に別の光学構成要素を通過することなく、この少
なくとも１つの感放射線センサ上に入射するように、測定デバイスが、反射光学構成要素
に直接に接続した少なくとも１つの感放射線センサを含むように開発することができる。
このようにして、介在する測定光学ユニット内での測定される放射線の吸収を回避するこ
とができる。
【００１９】
　別の設計では、反射屈折投影対物系の測定デバイスは、結像放射線のうちの透過される
第２の部分の通過又は吸収時に結像放射線とは異なる波長を有する２次放射線を放出する
構成要素を含む。それによって達成することができることは、結像放射線の波長範囲では
なく２次放射線の波長範囲に最大感度を有するセンサを使用することができることである
。
【００２０】
　更に別の実施形態では、反射屈折投影対物系は、結像品質を補正するための補正手段を
含む。この実施形態は、長期にわたって良好な結像を保証することができるという利点を
有する。
【００２１】
　反射屈折投影対物系内に使用することができる可能な補正手段は、以下の通りである。
　－例えば、レーザ共振器内の圧力を変更すること又は使用されるスペクトルフィルタを
修正することのような光源の適切な修正による結像波長の変更。
　－系の光軸に沿って変位可能な光学要素。
　－系の光軸と垂直に変位可能な光学要素。
　－系の光軸に対して直角な軸の回りに傾斜可能な光学要素。
　－系の光軸の回りに回転可能な非回転対称非球面要素（アルバレスマニピュレータ）。
　－互いに対して変位可能な反対形状の光学要素、好ましくは、非球面平面板（アルバレ
スマニピュレータ）。
　－変形可能光学要素、特に適応ミラー。
　－例えば、赤外線放射線を用いて局所的に加熱可能及び／又は冷却可能な光学要素。
　－例えば、液浸液のような広域的に加熱可能又は冷却可能な光学要素。
　－光学要素の間のガス空間内のガス組成の変更。
　－光学要素の間のガス空間内のガス圧力の変更。
【００２２】
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　補足的に、反射屈折投影対物系は、測定デバイスが、評価ユニットに転送される測定値
信号を生成し、評価系が、測定値信号を用いて補正手段を駆動するための制御信号を供給
するように構成することができる。これは、例えば、光学要素の加熱に起因して変化が発
生した場合に、結像品質を迅速に補正することを可能にする。測定デバイスの測定値信号
から、評価ユニットは、適切な補償を提供するためにはどの補正手段をどの程度駆動すべ
きであるかを判断する。利用可能になる制御信号は、理想的には感光層の露光を中断しな
くてもよいように、ほぼ瞬間的な駆動を可能にする。同時に、測定デバイスを使用する継
続的な測定により、評価ユニットは、補正手段の効果を即時に検査し、必要に応じて適応
制御信号を供給することができる。
【００２３】
　反射屈折投影対物系では、多くの場合に１９３ｎｍの波長を有する結像放射線が使用さ
れる。この波長は、第１に、良好な結像分解能が得られるように比較的短く、第２に、結
像放射線が過度に大きい程度で吸収されることなく石英又はＣａＦ2のような公知の材料
を使用することができるという利点を有する。
【００２４】
　本発明による反射屈折投影対物系を含むマイクロリソグラフィ投影露光装置は、投影対
物系を参照して上述した利点を有する。
【００２５】
　本発明は、更に、結像放射線を用いて物体視野を像視野上に結像するための反射屈折投
影対物系内で反射光学構成要素の場所において結像放射線の強度を測定する方法に関する
。本方法では、測定デバイスを用いて強度が測定され、投影対物系の作動中に結像放射線
の第１の部分が反射され、結像放射線の第２の部分が透過される。この場合、結像放射線
のうちの反射される第１の部分は、物体視野の結像に少なくとも部分的に寄与し、それに
対して結像放射線のうちの透過される第２の部分は、測定デバイスに少なくとも部分的に
入力される。本方法は、結像放射線のうちの反射される第１の部分の強度分布を結像放射
線のうちの透過される第２の部分の強度分布から直接推定することができるという利点を
有する。従って、本方法を使用すると、放射線のうちの反射される第１の部分を測定デバ
イスに入力することなく、この第１の部分の強度分布を測定することができる。
【００２６】
　本発明による方法の１つの発展形態では、結像放射線を用いた強度の測定は、像平面の
場所における感光層の露光と同時に行われる。この形態は、例えば、加熱の結果として起
こり得る系の変化を即時に記録し、露光工程を中断する必要なく相応に補償することがで
きるように、露光に使用される結像放射線が同時に測定されるという利点を有する。
【００２７】
　本発明を図面を参照してより詳細に以下に説明する。
【図面の簡単な説明】
【００２８】
【図１】測定デバイスを有する本発明による反射光学要素の第１の実施形態を示す図であ
る。
【図２】本発明による測定デバイスを使用することができる反射屈折投影対物系のレンズ
断面を示す図である。
【図３】本発明による測定デバイスの発展実施形態を示す図である。
【図４ａ】複数のセンサユニットを含む本発明による測定デバイスの実施形態を示す図で
ある。
【図４ｂ】反射コーティングと感放射線センサの間にいかなる更に別の光学構成要素も配
置されない実施形態を示す図である。
【図５】照明領域が規則的な格子の形態で配置された複数の部分領域を有する図２に記載
の投影対物系の凹反射光学構成要素の平面図である。
【発明を実施するための形態】
【００２９】
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　参照符号は、図１に例示している物体に１桁又は２桁の数字が付与されるように選択し
たものである。それ以降の図に例示している物体は、３つ又はそれよりも多い桁を有する
参照符号を有し、この場合、最後の２桁は物体を示し、上位桁は、物体が例示されている
図の番号を示している。従って、複数の図に例示している等しい物体の参照番号は、最後
の２桁に関して一致する。例示的に、参照符号３、３０３、及び４０３は、図１、図３、
及び図４の測定デバイスを示している。
【００３０】
　図１は、測定デバイス３を有する本発明による反射光学構成要素の第１の実施形態１を
示している。この場合、反射光学構成要素１は、基板５及び反射コーティング７を含む。
結像放射線９は、反射光学構成要素１上に入射し、この放射線のうちの第１の部分１１は
反射され、第２の部分１３は透過する。この事例では、透過される第２の部分１３が、反
射光学構成要素１を貫通して測定デバイス３に入力されるように、基板５は、結像放射線
のうちの透過される第２の部分１３に対しては少なくとも部分的に透過性を有する。代替
的に、測定デバイス３は、反射光学構成要素１内に直接に統合されるように考えることが
できる。図示の実施形態では、測定デバイス３は、測定光学ユニット１５及びセンサ１７
を含む。図１では、測定光学ユニット１５を凸レンズの形態で略示している。測定デバイ
ス３の所要の設計に基づいて、適切な測定光学ユニット１５を見出すことができる。この
場合、センサ１７は、それを必要に応じてより簡単に取り替えることができるように、残
りの構成要素からある一定の距離の位置に配置する必要がある場合がある。そのような場
合には、測定光学ユニット１５は、この距離が架橋されるように具現化される。センサ１
７は、例えば、半導体検出器とすることができ、この場合、例えば、ＭＯＳダイオード、
ショットキーダイオード、フォトダイオード、又はフォトトランジスタが可能である。代
替的に、センサ１７は、結像放射線のうちの透過される第２の部分１３を直接検出するの
ではなく、この結像放射線によってもたらされる２次効果を検出するように構成すること
ができる。この場合、例えば、１つ又は複数のサーミスタの形態で構成されたセンサ１７
によって加熱を検出することができる。１つの好ましい実施形態では、センサ１７は複数
の領域に分割され、その結果、結像放射線のうちの透過される第２の部分１３の空間分解
測定が可能になる。測定光学ユニット１５は、様々な更に別の機能を満たすように設計す
ることができる。まず、反射光学構成要素１上の強度分布がセンサ１７上に明確に結像さ
れるように、測定光学ユニット１５を用いて歪曲補正を提供することができる。更に、測
定光学ユニット１５を用いて反射屈折投影対物系内の反射光学構成要素１の位置を補償す
ることができる。この場合、それは、測定デバイス３を用いて反射屈折投影対物系の瞳平
面内の結像放射線の強度分布を測定することができる場合に特に有利である。この測定は
、反射光学構成要素１が投影対物系の瞳平面の近くに配置された場合に特に良好に達成す
ることができる。しかし、反射光学構成要素が瞳平面の近くに配置されないように投影光
学ユニットが構成される場合には、それもなおセンサ１７が瞳平面又は光学的に共役な瞳
平面の近くに配置されるように測定光学ユニットを実施することができる。反射屈折投影
対物系の視野平面内の強度分布を本発明による測定デバイスを用いて測定することが意図
される場合にも同じことが相応に成り立つ。言い換えれば、反射光学構成要素１が反射屈
折投影対物系の視野平面の近くに配置されなくても、測定光学ユニット１５の適切な実施
形態では、それもなおセンサ１７を視野平面又は光学的に共役な視野平面の近くに配置す
ることができる。そのような実施形態の場合には、これは、同様に、反射屈折投影対物系
の視野平面内の強度分布を測定することを可能にする。
【００３１】
　反射コーティング７は、様々な形式に実施することができる。結像放射線のうちの透過
される第２の部分１３は、反射コーティング７の種類に依存して異なる強度を有する。そ
れは、透過される第２の部分１３が、一方では感光基板の露光に使用される反射される第
２の部分１１が可能な限り大きくされることからこの場合に可能な限り小さく、他方では
測定デバイス３を使用する良好な測定を保証するのには十分に大きい場合に特に有利であ
る。従って、反射コーティング７の適切な透過率Ｔを感光層の特性と測定デバイスの特性
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から計算することができる。
【００３２】
　層を通過する時の放射線の面出力密度ρに対して次式が成り立つ。

及び

反射コーティング内の吸収は無視されている。
【００３３】
　従って、次式がもたらされる。

感光層の露光を提供するために、

という一般的な露光時間にわたって面エネルギ密度：

が必要である。
【００３４】
　面出力密度ρimageは、第１に、更に別の光学要素における吸収に起因してある一定の
割合Ｌのみが像平面に到達することにおいて（図２に記載の実施形態では、Ｌは約８０％
である）、第２に、間に存在する光学要素の光学効果に起因して照明サイズが異なること
において反射放射線の面出力密度とは異なる。像平面内では、近似的に、

の領域が照明されるが、反射光学要素の場所における照明サイズは、反射光学要素のサイ
ズに照明面積の百分率Ｑを乗じたもので与えられる。

　それによって次式がもたらされる。

【００３５】
　図２に記載の例示的な実施形態では、光学面積は以下の通りである。

従って、透過面出力密度は、センサの特性から判断することができ、この場合、第１に、
測定光学ユニットが吸収を示し、第２に、それが、結像放射線のうちの透過される第２の
部分１３をより小さい領域上に集中させるという事実により、場合によって測定光学ユニ
ットが面出力密度を変化させることを考慮すべきである。従って、次式が成り立つ。

ここで、Ｒは、測定光学ユニット１５の正確な構成に依存する。
【００３６】
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　一般的な半導体センサは、ピクセルに分割され、この場合、これらのピクセルは、一般
的に１０ｍｓの期間τsensorにわたって約Ｅsensor＝４．３・１０-12Ｊのエネルギが印
加された場合に起動される。そのようなピクセルが約９μｍ×９μｍ＝８１・１０-6ｃｍ
2のサイズを有する場合には、これは、必要な面出力密度：

をもたらす。
【００３７】
　それによって透過率に対して全体として次式がもたらされる。

【００３８】
　必要な透過率に対する推定値として、Ｒ＝１及びＱ＝１が成り立つと仮定することがで
き、すなわち、透過される第２の部分１３の面出力は、反射光学構成要素の区域と正確に
同じサイズを有するセンサ区域にわたって配分される。それによって次式がもたらされる
。

【００３９】
　特定の用途において、反射光学構成要素１の部分領域しか照明されないか、又は測定光
学ユニットが集中方式に実施され、従って、Ｒ＜１がもたらされる場合は、それは、更に
、有意に低い透過率が要求される場合である。
【００４０】
　反射コーティング７として様々な形態のコーティングを使用することができ、コーティ
ングの種類は、結像放射線の波長及び反射光学構成要素上の入射角の大きさに依存する。
【００４１】
　例えば、図２に記載の例示的な実施形態における２つの折り返しミラー２１９及び２２
１の場合に発生する３０°から６０°の範囲の入射角、及び１９３ｎｍの波長を考えると
、例えば、アルミニウムと酸化アルミニウムから構成される２層コーティングを使用する
ことができる。正確な層構成を表１に示す。このコーティングでは、３０°から６０°の
入射角スペクトルに対して１％の透過率及び９０％を超える反射率がもたらされる。
【００４２】
（表１）

【００４３】
　４０°から５０°の範囲のより狭い入射角の場合には、コーティングが、全体として一
連の異なる交替層から構成される誘電体層設計を使用することができる。表２は、４０°
から５０°の範囲の入射角を有する入射結像放射線に対して２％の透過率及び９５％を超
える反射率を有するそのようなコーティングの一例を示している。
【００４４】
（表２）
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【００４５】
　代替実施形態では、結像放射線が０°と３０°の間の入射角で入射する凹ミラーに対し
て反射光学構成要素を使用することができる。この凹ミラーは、例えば、図２に記載の実
施形態におけるミラー２２３である。そのような場合には、異なる層設計が提供され、こ
れを表３に詳細に示している。そのようなコーティングでは、０°から３０°の範囲の入
射角を有する放射線に対して、透過率は約２％であり、反射率は９５％よりも大きい。
【００４６】
（表３）
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【００４７】
　図２は、本発明による測定デバイス及び反射光学構成要素を使用することができる反射
屈折投影対物系の詳細な図を示している。そのような投影対物系は、ＷＯ２００４／０１
９２８から公知である。この投影対物系の明示的な設計データを表４及び表５に示す。図
内の黒点は、次式によって表される回転対称非球面を印している。

ここで、Ｙは、投影対物系の光軸２２７と一致する回転軸からの距離を表す。曲率ＣＵＲ
Ｖは、表４に示している半径の逆数に対応する。
【００４８】
　この反射屈折投影対物系は、各場合に測定デバイスを有する反射光学構成要素として具
現化することができる２つの偏向ミラー２１９及び２２１及び１つの凹ミラー２２３を含
む。
【００４９】
　更に図２は、瞳の近く及び視野の近くという用語を解説するための結像ビーム経路を示
している。この場合、結像される軸から最も遠い点に対して近軸主光線Ａを示しており、
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軸上の点に対して近軸周辺光線Ｂを示している。近軸周辺光線及び近軸主光線の定義は、
Ｍｉｃｈａｅｌ　Ｊ．Ｋｉｄｇｅｒ著「基礎光学設計（Ｆｕｎｄａｍｅｎｔａｌ　Ｏｐｔ
ｉｃａｌ　Ｄｅｓｉｇｎ）」、ＳＰＩＥ　ＰＲＥＳＳ、米国ワシントン州ベリンガムに与
えられており、この文献は、引用によって本明細書に組み込まれている。ｙiが、近軸周
辺光線とｉ番目の光学面との交点と光軸との間の距離を表し、

が、近軸主光線の対応する交点を表す場合に、各面に対して、次式で与えられる近軸部分
口径比を計算することができる。

【００５０】
　近軸部分口径比に基づいて、光学面が視野の近く又は瞳の近くのいずれにあるかを判断
することができる。折り返し分岐２３１内の光学要素に対しては、対応する折り返し光軸
を基準として用いなければならない。瞳平面では、

が成り立ち、従って、近軸部分口径比は消失する。視野平面の場合には、ｙi＝０が成り
立ち、従って、近軸部分口径比は１に等しい絶対値を有する。本出願の意味の範囲では、
瞳の近くの平面は、近軸部分口径比が０．５よりも小さい絶対値を有する全ての平面を表
す。それとは対照的に視野の近くの平面は、近軸部分口径比が０．５よりも大きい絶対値
を有する全ての平面と理解すべきである。凹ミラー２２３では、例えば、

が成り立つ。その結果、ミラーは瞳平面に位置する。それとは対照的に、偏向ミラー２１
９では次式：

の近軸部分口径比がもたらされ、偏向ミラー２２１では、次式の近軸部分口径比がもたら
される。

【００５１】
　従って、両方の偏向ミラーが視野の近くにある。
【００５２】
　本発明により、凹ミラー２２３と偏向ミラー２１９及び２２１の一方又は両方との両方
に図１を参照して説明した測定デバイスを装備することができる。明瞭化の理由から図２
には例示を省略している。本発明による測定デバイスは、露光工程中に結像放射線の強度
分布を継続的に測定することを可能にする。これらの測定データ、並びに投影対物系の機
械的又は光学特性から、要素加熱及び材料損傷に関する公知のモデルに基づいて、測定時
点において光学要素にどのような温度分布及びどのような材料変化が存在するかを判断す
ることができる。次に、そこから像視野の場所における波面収差を判断することができ、
それによって様々な補正手段を用いて結像特性の補正を実施することができる。これへの
代替又は補足として、測定データを標準化された異なる作動条件の下に予め実施された較
正測定値と比較することができ、この場合に測定された波面収差からの内挿又は外挿によ
り、補正手段の適切な設定を判断することができる。
【００５３】
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　反射屈折投影対物系内に使用することができる可能な補正手段は、以下の通りである。
　－例えばレーザ共振器内の圧力を変更すること又は使用されるスペクトルフィルタを修
正することのような光源の適切な修正による結像波長の変更。
　－系の光軸に沿って変位可能な光学要素。
　－系の光軸と垂直に変位可能な光学要素。
　－系の光軸に対して直角な軸の回りに傾斜可能な光学要素。
　－系の光軸の回りに回転可能な非回転対称非球面要素（アルバレスマニピュレータ）。
　－互いに対して変位可能な反対形状の光学要素、好ましくは、非球面平面板（アルバレ
スマニピュレータ）。
　－変形可能光学要素、特に適応ミラー。
　－例えば赤外線放射線を用いて局所的に加熱可能及び／又は冷却可能な光学要素。
　－例えば液浸液のような広域的に加熱可能又は冷却可能な光学要素。
　－光学要素の間のガス空間内のガス組成の変更。
　－光学要素の間のガス空間内のガス圧力の変更。
【００５４】
　全てのこれらの補正手段は、測定デバイスから測定値信号を受信して、この信号から補
正手段を駆動するための制御信号を生成する評価ユニットに接続することができる。
【００５５】
（表４）
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【００５６】
（表５）
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【００５７】
　図３は、本発明に記載の反射光学構成要素の更に別の実施形態を示している。この実施
形態では、反射光学構成要素３０１の基板は、基板の後側３３５が、反射光学構成要素の
前側の形状とは異なる形状を意図的に有するように開発される。このようにして、入射結
像放射線のうちの透過される第２の部分３１３に対して、基板を射出する時にターゲット
を定めた光学効果を得ることができる。その結果、後側３３５は、実際には既に測定光学
ユニット３１５の一部として捉えなければならない。更に、図示の実施形態は、測定デバ
イスが、結像放射線のうちの透過される第２の部分３１３の通過又は吸収時に結像放射線
とは異なる波長を有する２次放射線３３９を放出する構成要素３３７を含むということに
基づいて開発される。図示の実施形態では、この構成要素は、センサ３１７から短い距離
の位置に配置された蛍光構成要素である。それによって達成することができることは、結
像放射線の波長範囲ではなく２次放射線の波長範囲に最大感度を有するセンサ３１７を使
用することができることである。
【００５８】
　図４ａは、測定デバイスが、センサ４４３及び測定光学ユニット４４５を各々が含む複
数のセンサユニット４４１から構成される反射光学構成要素の代替構成を示している。よ
り小さいセンサユニット４４１の形態でのそのような分割は、この場合、修理の際に個々
のセンサユニットをより簡単かつより費用効果的に取り替えることができることから有利
であるとすることができる。
【００５９】
　図４ｂは、測定デバイスが、反射光学構成要素４０１に直接に接続された少なくとも１
つの感放射線センサを含む構成を示している。この場合、反射光学構成要素４０１は、基
板４０５及び反射コーティング４０７を含む。この場合、感放射線センサ４４３は、結像
放射線のうちの透過される第２の部分４１３が、反射コーティング４０７と感放射線セン
サの間で更に別の光学構成要素を通過することなく感放射線センサ４４３上に入射するよ
うに、基板４０５と反射コーティング４０７の間に配置される。このようにして、介在す
る測定光学ユニット内での測定される放射線の吸収を回避することができる。特に、セン
サ４４３を半導体検出器として具現化し、シリコンで構成された基板内に直接に埋め込む
ことができる。
【００６０】
　図５は、測定デバイスを有する反射光学要素の平面図である。特に、この図は、図２に
示す例示的な実施形態による凹ミラー５２３の平面図である。投影対物系の作動中には、
凹ミラー５２３上に照明領域５４７がもたらされる。例示している発展実施形態では、照
明領域５４７は、直交格子の形態で配置された複数の部分領域５４９を有する。この場合
、光学構成要素は、例えば、部分領域の外側よりも部分領域内で透過率が高いようなコー
ティングを用いて構成される。その結果、特に、部分領域の各点において透過する結像放
射線は、ミラーの背後に置かれた測定デバイスに入力される。この場合、一例として、各
部分領域５４９を図４に記載のセンサユニット４４１に割り当てることができる。多くの
用途では有限数の格子点上の強度分布を判断するだけで十分であるので、これは、第１に
、部分領域５４９の場所における測定を提供し、第２に、部分領域の外側の区画が低い反
射率を持たないので、反射光学構成要素の特に高い反射率を得ることを可能にする。
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